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大口町の給与・定員管理等について 

１ 総括

(1) 人件費の状況（平成 24 年度 普通会計決算）

区 分 
住民基本台帳人口 

     (24年度末) 

歳 出 額 

        Ａ

実質収支 人 件 費 

      Ｂ

人件費率 

 Ｂ／Ａ

(参考) 

23年度の人件費率 

24年度 
人

22,811 

千円

6,986,154 

千円

271,879 

千円

1,405,404 

％

20.1 

％

16.2 

(2) 職員給与費の状況（平成 24 年度 普通会計決算）

区 分 

職員数 

    Ａ

給     与     費 
一人当たり 

給与費 B/A

(参考) 

類似団体平均 

一人当たり給与費
給  料 職員手当 

期末･勤勉

手当 
計 Ｂ 

24年度 
    人

166 

千円

605,496 

千円

91,422 

千円

214,068 

千円

910,986 

千円

5,488 

千円

5,495 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成２４年４月１日現在の人数である。 

３ 普通会計とは一般会計、土地取得特別会計、国際交流事業特別会計及び社本育英事業特別会計をいう。 

(3) 特記事項 

（給与減額の状況） 

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 減額を実施しなかった理由 

なし 国の要請は、過去のラスパイレス指数の状況（100を下回る）を考慮し

たものではないため、これまでの国水準を下回ってきた間の状況を鑑み

減額措置を実施しないこととした。 

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職

員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の

俸給月額を１００として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

あり、大口町の類似団体は全国２３団体（平成２５年４月１日現在）が該当する。 

３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとし

た場合の値である。 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

大口町 ４３．５歳 322,300円 370,271円 344,919円 

愛知県 ４２．４歳 332,811円 432,853円 380,945円 

国 ４３．１歳
307,220円 

（332,446円）
－ 

376,257円 

（405,463円）

類似団体 ４２．２歳 315,038円 365,866円 340,819円 

②技能労務職 

区  分 

公務員 民間 

Ａ/Ｂ 平均 

年齢 
職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額(Ａ) 

対応する

民間の 

類似職種

平均 

年齢 

平均給与

月額(Ｂ)

大口町 51.8歳 4人 216,800円 222,975円 調理士 40.7歳 269,700円 0.83 

学校給食員 51.8歳 3人 204,000円 204,000円 調理士 40.7歳 269,700円 0.76 

そ の 他 

(保育所調理員) 51.3歳 1人 255,200円 279,900円 調理士 40.7歳 269,700円 1.04 

愛知県 52.0歳 386人 335,477円 371,465円 － － － － 

国 49.9歳 3,272人
272,119円 

（286,850円）

309,534円 

（325,400円）
－ － － － 

類似団体 49.5歳 14人 280,716円 289,807円 － － － － 

区  分 

参考 

年収ベース(試算値)の比較 

公務員 

(Ｃ) 

民間 

(Ｄ) 
Ｃ/Ｄ 

大口町 3,504,000円 3,656,400円 0.96 

学校給食員 3,237,000円 3,656,400円 0.89 

そ の 他 

(保育所調理員) 4,346,300円 3,656,400円 1.19 

  ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成２２～２４年の３ケ件平均） 

  ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 

  ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

 （注）１ 「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

        ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
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のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの

である。 

        また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手

当等おを除いたもの）で算出している。 

    ３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額(国比較ベース)」の括弧書きは、給与改定・

臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額前)である。 

(2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

区    分 大口町 愛知県 国 

一般行政職 
大 学 卒 172,200円 176,734円 163,987円（172,200円）

高 校 卒 144,500円 142,881円 133,418円（140,100円）

技能労務職 
高 校 卒 128,800円

（平均）

131,532円 ―

中 学 卒 120,183円 ―

（注）国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）

である。 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大 学 卒 254,800円 302,900円 354,700円 

高 校 卒 該当職員なし 該当職員なし 326,700円 

技能労務職 
高 校 卒 該当職員なし 該当職員なし 該当職員なし 

中 学 卒 該当職員なし 該当職員なし 255,200円 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

１級 主事補の職務 １０人  ８．４％ 135,600円 243,700円

２級 主事の職務 ２４人 ２０．２％ 185,800円 307,800円

３級 主任の職務 ２１人 １７．６％ 222,900円 354,700円

４級 主査の職務 ２１人 １７．６％ 261,900円 388,300円

５級 課長補佐の職務 １９人 １６．０％ 289,200円 400,600円

６級 課長、主幹、専門員の職務 １７人 １４．３％ 320,600円 422,600円

７級 部長、参事の職務  ７人  ５．９％ 366,200円 456,200円

合  計 １１９人 １００．０％ 

  （注）１ 大口町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況

勤務成績による昇給区分 

勤務成績 昇給区分 昇給の号給数 

勤務成績が極めて良好である職員 Ａ ８号給以上 

勤務成績が特に良好である職員 Ｂ ６号給 

勤務成績が良好である職員 Ｃ ４号給 

勤務成績がやや良好でない職員 Ｄ ２号給 

勤務成績が良好でない職員 Ｅ ０号給 

職員の昇給は勤務成績に応じて行うものとしており、毎年勤務評定を実施している。 

昇給区分は勤務成績が良好である職員が４号給昇給することを標準としている。 

４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

大口町 愛知県 国 

１人当たり平均支給額(24年度) 

          1,339千円 

１人当たり平均支給額(24年度) 

         1,615千円 
― 

（24年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60月分     1.35月分 

(1.45)月分   (0.65)月分 

（24年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60月分      1.35月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（24年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60月分     1.35月分 

(1.45)月分   (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ５～２０％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ３～２０％ 

・管理職加算  ４～２５％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

 （注）１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

    ２ 再任用職員とは、定年退職等により退職した者を、任期を定めて改めて採用した者をいう。 
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(2) 退職手当（平成２５年４月１日現在） 

大口町 国 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 20年    23.0300月分   28.7875月分 

勤 続 25年    32.8300月分    38.9550月分 

勤 続 35年    46.5500月分    55.8600月分 

最高限度額    55.8600月分    55.8600月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職特例措置) ２～２０％加算 

１人当たり平均支給額 20,995千円 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 20年    23.0300月分   28.7875月分 

勤 続 25年    32.8300月分    38.9550月分 

勤 続 35年    46.5500月分    55.8600月分 

最高限度額    55.8600月分    55.8600月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職特例措置) ２～２０％加算 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額である。 

(3) 地域手当（平成２５年４月１日現在）

支給実績 （２４年度決算） 984,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 328,000円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

大口町 －％ －人 － 

名古屋市 １２％ １人 １２％ 

犬山市 ３％ １人 ３％ 

岩倉市 ３％ １人 ３％ 

(4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（２４年度決算） 1,519千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 41,054円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度） 20.8％

手当の種類（手当の数） １

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

保育手当 保育士 保育業務 
給料月額の100分の2 

 (上限月額4,000円) 

(5) 時間外勤務手当（平成２５年４月１日現在）

支給実績(２４年度決算) 40,343千円

職員１人当たり平均支給年額(２４年度決算) 333,411円

支給実績(２３年度決算) 41,128千円

職員１人当たり平均支給年額(２３年度決算) 313,951円
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(6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容

支給実績 

（24年度決算）

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（24年度決算）

扶養手当 １ 配偶者 13,000円 

２ 配偶者以外の扶養親族 

 １人につき6,500円 

（職員に配偶者がない場合その内

１人については11,000円） 

３ 15歳に達する日後の最初の4月1

日から22歳の達する日後の最初の

3月31日までの間にある子１人に

つき5,000円を加算

同じ なし 17,531千円 219,138円

住居手当 借家・借間に居住している職員 

ア 月額23,000円以下の家賃を支

払っている職員 

・家賃－12,000円 

イ 月額23,000円を超える家賃を

支払っている職員 

・11,000円＋(家賃－23,000円)/2 

限度額27,000円 

同じ なし 4,048千円 289,143円

通勤手当 １ 交通機関等の利用者 

６か月の定期券相当額 

限度額 １か月55,000円 

２ 自動車等の利用者 

使用距離（片道２ｋm以上）により

2,000円～24,500円

同じ なし 5,014千円 41,785円

管理職手当 給料月額の100分の25を超えない

範囲内

同じ なし 17,465千円 698,600円

管理職特別

勤務手当 

 管理職が緊急に休日勤務等をした

場合、勤務1回につき8,000円を超え

ない範囲で支給 

同じ なし 44千円 6,286円

６ 特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

区    分 給 料 月 額 等 

給
料

  （参考）類似団体における最高／最低額 

町          長 643,300円（900,000円） 871,000   円／  514,000 円 

副 町 長 716,000円 716,000   円／  449,000 円 

報
酬

議     長 

副  議  長 

議     員

414,000円 

334,000円 

303,000円

420,000   円／ 288,000 円 

343,000   円／ 200,000 円 

303,000   円／ 180,000 円

期
末
手
当

町 長 

副 町 長 

（平成２４年度支給割合） 

        2.95 月分

議     長 

副  議  長 

議     員

（平成２４年度支給割合） 

        2.95 月分 
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退
職
手
当

町 長 

副 町 長 

        （算定方式）           （１期の手当額）  （支給時期） 

643,300円×在職月数×0.441 ＝ 13,617,374円     任期毎 

716,000円×在職月数×0.265 ＝   9,107,520円     任期毎 

  (注)１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤

めた場合における退職手当の見込額である。 

２ 町長の給料は、自身の選挙公約に基づき平成 21 年 12 月 1 日から平成 25 年 10 月 31 日ま

で 30％削減している。（  ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

７ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由                              （各年４月１日現在） 

          区 分 
部 門 

職  員  数 対 前 年 
増 減 数 

主な増減理由 
平成25年 平成24年 

普
通
会
計
部
門

一

般

行

政

部

門

議会 

総務 

税務 

民生 

衛生 

労働 

農林水産 

商工 

土木 

３

３９

９

５７

１７

１

６

１

１０

３

４２

８

６０

１８

４

１

１０

△３

１

△３

△１

１

２

組織改編による減 

税務担当職員の充実による増 

派遣職員に伴う減 

退職に伴う増 

区分補正 

組織改編による増 

小 計 １４３ １４６ △３
＜参考＞ 人口1万人当たり職員数  62.69 人 
類似団体の人口 1万人当たり職員数 57.77 人 

教育部門 ２１ ２１

小 計 １６４ １６７ △３
＜参考＞ 人口1万人当たり職員数  71.90 人 
類似団体の人口 1万人当たり職員数 72.13 人 

公 
営会 
企計 
業部 
等門 

下水道 

国保 

介護 

５

３

４

５

３

４

小 計 １２ １２

合  計 
１７６

[２１０]
１７９

[２１０]
△３

＜参考＞ 人口1万人当たり職員数  77.16 人 

  （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む） 

     ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在） 

区 分

20歳 

未満

20歳 

～

23歳

24歳 

～

27歳

28歳 

～

31歳

32歳 

～

35歳

36歳 

～

39歳

40歳 

～

43歳

44歳 

～

47歳

48歳 
～

51歳

52歳 

～
55歳

56歳 

～

59歳

60歳 

以上

計

職員数 0人 7人 10人 13人 16人 26人 19人 21人 14人 24人 24人 1人 175人 

(3) 職員数の推移

（単位：人・％） 

年度 

部門別 

20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 25 年 
過去 5 年間 

の増減数（率） 

一般行政 159 156 155 149 146 143 △16（△10.1％） 

教育 25 23 24 21 21 21 △4（△16.0％） 

普通会計計 184 179 179 170 167 164 △20（△10.9％） 

公営企業等会計計 14 13 13 11 12 12 △2（△14.3％） 

総合計 198 192 192 181 179 176 △22（△11.1％） 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未

満

20歳～

23歳

24歳～

27歳

28歳～

31歳

32歳～

35歳

36歳～

39歳

40歳～

43歳

44歳～

47歳

48歳～

51歳

52歳～

55歳

56歳～

59歳

60歳以

上

構成比 0.0 4.0 5.7 7.4 9.1 14.9 10.9 12.0 8.0 13.7 13.7 0.6

5年前の構成比 0.0 1.6 7.3 12.0 13.1 8.9 10.5 11.0 11.0 15.7 8.9 0.0

構成比

5年前の構成比

％


